





































Some Comparative Legal Observations on the Accept of “the Migrant Workers” to 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































6 Eighth.The standard setby law ineach
countrywith respect to theconditionsof






















































































































































































































































































































































































第43号 ） に つ い て 」」、http://www.immi-
moj.go.jp/keiziban/happyou/20060524_
law43.pdf）。
52米国においては、移民等の永住資格者を指紋
押捺対象から除外している（朝日新聞、2006
年５月17日）。
53新設第24条の３の２によれば、「公衆等脅迫
目的の犯罪行為のための資金の提供等の処罰
に関する法律第１条に規定する公衆等脅迫目
的の犯罪行為、公衆等脅迫目的の犯罪行為の
予備行為又は公衆等脅迫目的の犯罪行為の実
行を容易にする行為を行うおそれがあると認
めるに足りる相当の理由があるとして法務大
臣が認定する者」は、本邦からの退去を強制
することができることとなった（法務省ホー
ムページ「第164回国会（常会）提出主要法
律案」、http://www.moj.go.jp/HOUAN/NYUKA
NHO05/refer04.pdf）。
54具体的には、労働契約における期間の認定に
あたって、入管法上の在留期間との関係で問
題が生じている（大阪地決平成６年８月23日、
労判668号42頁）。また、労働契約の当事者に
着いて、入管手続上の書類記載事項と就労の
実態に差異が生じた事例がある（名古屋高判
平成11年11月15日、判時1709号57頁）。さらに、
在留手続の為入管当局に提出した書類が、労
働契約の内容にいかなる影響を及ぼすかとい
う問題が生じている（東京地裁判平成13年５
月14日、判タ804号137頁）。これらの問題は、
とりわけ外国人労働者に対する入管法上の規
制が、労働法の解釈・適用にいかなる影響を
及ぼすかについてはあまり解明されていない
為に生じている（早川智津子「外国人と労働
法」『ジュリストNo.1350』、2008年、25頁以下）。
55すなわち、労働法自体が実態としての労働関
係に着目して労働者を保護する趣旨であるこ
とから、原則として同法の適用を認めるべき
であるが、救済面においては入管政策の要請
を考慮して、就労資格を与えることと同様の
効果を与えないように配慮しなければならな
い、と指摘される。例えば、未払い賃金等と
いった既往の労働に対応する部分については、
将来の不法就労を促進することにならないの
で法的救済が及ぶと考えられる。これに対し
て、原職復帰といった将来の労働に対応する
部分については、不法就労者側が、適法就労
者となりうる蓋然性を相当程度まで立証しえ
た場合には、法的救済が及ぶと考えられる。
学説上、入管法に違反する労働契約の効力に
ついては、労基法第56条に違反する年少労働
者との労働契約と比較して、その違反の程度
は軽微であるために、労働契約の無効を結果
するとは考えがたいと指摘されている（同論
文、26頁、29頁）。
